








図表６－２ イメージ図

（３）包括的な支援と就労に向けた支援の両方ができる体制
新制度は、生活保護受給者以外の生活困窮者の自立支援策を強化し、第２のセーフティネットを拡

充するものです。このため、自立相談支援機関の体制を組むにあたって、包括的な支援と就労に向け

た支援の両方ができる体制を検討することが重要です。

事例の対象となったモデル事業実施主体の取組から、大きく以下の４パターンに整理しました。

①自立相談支援事業のうち就労支援員の機能を外部委託
第１は、相談支援業務のうち、「就労支援員」の役割を外部に委託するパターンです。東近江市で

は、市の単独事業「若者就労サポート事業」による就労相談員が自立相談支援機関内に在籍するほ

か、「働き・暮らし応援センター（障害者就業・生活支援センター）」の協力を得て、市の生活困窮者

支援に携わる相談員の人件費分を委託により確保し、密な就労支援が必要な人に対して「働き・暮ら

し応援センター」の相談員が自立相談支援機関の職員と連携して対応することができる体制をとって

います。

こうした体制は、自立相談支援機関内で相談支援員と就労支援員が役割を補完し合いながら密接に

連携して支援を行うことができ、また、委託先の団体の就労支援のノウハウが活かされるというメリ

ットが考えられます。
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図表６－３ イメージ図

②自立相談支援事業と就労準備支援事業を同じ法人に委託
第２は、自立相談支援事業と就労準備支援事業を同じ法人に委託し、連携体制を構築するパターン

です。委託先の法人内で対応するため、プラン作成にあたり就労支援のステップを組みやすいこと、

プログラムのスムーズな実施と参加状況確認等が可能であることがメリットとして考えられます。

一方、プログラム開発等にあたり、委託先の努力だけでは幅広い地域の社会資源との連携を図るこ

とが難しい場合もあり、法人内で完結することなく、自治体と協働で地域の訓練先の開拓や出口づく

りに取り組むことが重要と考えられます。

③自立相談支援事業と任意事業それぞれを別法人に委託
第３は、各事業内容を得意とする複数の法人に委託し、その上で連携体制を構築するパターンで

す。それぞれの事業に対し、委託先の法人のノウハウが活かされることが一番のメリットと考えられ

ます。一方、委託先の選定と、委託した後も、それぞれの事業が密接に連携して相談支援を展開する

ことができるよう、実施自治体が各委託先の調整、情報共有を図るとともに、支援調整会議等で十分

に現状把握と進行管理を行うことが重要といえます。
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図表６－４ イメージ図

図表６－５ イメージ図

④自立相談支援事業と任意事業すべてを直営で実施
第４には、庁内連携を強化して、自立相談支援事業と任意事業すべてを直営で実施し、具体的なプ

ログラムの実施にあたり、運営を外部に委託するというパターンです。事例では、京丹後市があげら

れ、市のリーダーシップとPSモデル事業を通じた生活困窮者支援のノウハウの蓄積、小規模自治体

ならではの機動性の良さなどが活かされているといえます。また、就労支援のほか家計相談支援、学

習支援等の事業について、必要とする相談者数や相談内容に応じた体制を組んでいることもポイント

と考えられます。

なお、就労支援では、就労体験・訓練等の場が地域内に限られているという課題を踏まえ、障害福

祉サービスの事業所と協力し、基礎的な就労スキルやノウハウの座学、職場体験等を行うセミナーを

市が企画し、実際のプログラムの実施や体験、訓練の指導は民間事業所に委託するという形がとられ

ています。
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（４）自治体に求められる役割
新制度の取組は、福祉事務所設置自治体で実施することとされています。そこで、調査対象地域の

取組事例を踏まえ、福祉事務所設置自治体、及び、福祉事務所のない町村部の実施主体となる都道府

県に期待される役割について、以下に整理します。

①福祉事務所設置自治体の役割
自立相談支援機関による相談支援業務（個人へのかかわり）、地域づくり関連業務（地域への働き

かけ）が効果的に実施されるためには、直営・委託のいずれの場合であっても、福祉事務所設置自治

体が積極的に庁内・庁外の支援体制の構築に取り組むことが重要です。

多様で複合的な課題を抱える生活困窮者を支援するためには、さまざまな支援メニューを用意し、

包括的で分野横断的な支援を創造的に行っていくことが求められます。個人へのかかわりにおいて

は、相談支援員の専門性や経験等によって対応が可能な領域もありますが、地域における対象者の把

握や、他の制度事業との横断的な展開、就労先の開拓と支援に必要な社会資源の開発、住民の生活困

窮者支援に対する理解と取組参加等、地域づくりにつながる視点の取組を実践するためには自治体の

関与が不可欠です。

このような新たな地域の体制を構築することは容易ではないかもしれませんが、本制度が目標に掲

げる生活困窮者支援を通じた地域づくりを実践するためにも、自治体が他の計画・施策等との連携を

図りながら積極的に取り組むことが重要です。

②都道府県の役割
福祉事務所のない町村部での自立相談支援事業の実施においては、都道府県が実施主体となり広域

的に展開されます。実施主体としての役割は、事業の実施に関わる町村や県福祉事務所等との調整、

対象圏域の検討、実施体制の決定、相談窓口の設置・職員配置、任意事業の実施の検討、就労支援策

や社会資源の開発等の広域的な展開、人材の確保・育成等が考えられます。

都道府県の実践事例をみると、平成２７年度以降の体制づくりに向けて、個別に市や町村との協議を

進めて圏域の在り方を検討することや、町村との連絡会議等を設置し、連携・協力体制の構築に向け

て取り組むなどの準備が行われていました。こうした検討や準備を行う中で、町村部が広域にわたる

ことや飛び地のような形となり、拠点となる相談窓口から遠隔地となるため、出張相談や巡回相談を

含めた自立相談支援機関の設置の検討・調整が難しいことがあげられています。また、任意事業に関

して町村部でどれほどのニーズが見込まれるか見極めが難しいといった課題も共通しており、任意事

業については広域展開のスケールメリットがあることから、市と共同実施することの必要性について

検討されています。

一方、町村部は、地域住民に最も身近な自治体として、町村がもつ住民の情報等により生活困窮者

の早期把握につなげる役割や、生活困窮者を受け止める一次窓口としての機能、住民の生活圏域でき

め細やかな支援を行うための関係機関との連携体制の構築等が期待されます。

広域でのネットワークを構築するため、町村との連携・協力体制を築き、周辺市部との連携も含

め、相談支援や地域づくりのための推進体制を整備することが必要です。
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２．新制度の本格施行に向けて

平成２７年の新制度の本格施行に向けて、調査対象自治体等におけるモデル事業の実践事例を踏ま
え、課題と今後の展開について整理します。

①総合的な支援体制の構築（地域にある相談機関同士の連携・役割分担）
生活困窮者自立支援制度ができる以前の、障害、高齢、児童、生活保護等の他の福祉の法・制度に
おいても地域の相談体制の構築が進んでおり、地域にはその分野においての相談に対応する職員・体
制が存在します。生活困窮者への支援は、これら既存の他法・他制度や地域の多様な社会資源を活用
してチームによって行うことが必要です。
調査対象自治体の実践的な取組では、関係機関等が参加する会議体を設置する、関連する既存の協
議会等に参加して周知・協力を呼びかけることなどをはじめ、個別事例を通じて徐々に関係機関同士
の連携や役割を明確化している状況がうかがえます。
自立相談支援事業では「包括的に相談を受け付け」、「制度の狭間なく必要な支援をコーディネー

ト」することが求められます。このため、地域の既存の社会資源の役割・意義を見直しながら、生活
困窮者の支援におけるルールづくりにより共通理解を得るなどの方法も含め、総合的な支援体制を構
築していくことが重要です。

②行政と民間の連携により、多様な支援方策と出口の「選択肢」を用意
新制度では、法が定める事業のうち、必須事業である自立相談支援事業と住居確保給付金の支給の
ほか、地域の実情に合わせて支援を提供できるよう、任意事業が創設されています。任意事業の実施
においては、地域のニーズを踏まえてどのような取組が必要か、担い手は誰か、関係機関とともに検
討することが必要です。
取組事例をみると、地域の実情に応じて、就労支援、一時生活支援、家計相談等、それぞれの分野
を得意とする社会資源と連携して体制を整備する自治体も多く、行政と民間との連携が一層重要とな
ると考えられます。その際、例えば就労や家計相談等の任意事業を受け持つ相談支援機関から自立相
談支援機関につながるケースなどがみられ、自立相談支援事業と各任意事業が一体的に行われるよう
情報共有の仕組みをつくり、連携強化することが重要といえます。
また、生活困窮者の多様な支援方策、就労を含めたさまざまな出口の「選択肢」を用意するために
は、本制度の枠に収まらず、雇用、産業、労働等の他の制度・施策を巻き込んで、地域づくりと関連
付けながら展開することが有効です。生活困窮者の就労先や地域での「役割」を創出する観点から、
幅広く地域の社会資源の開発・活性化に取り組むことが重要です。

③広域自治体での実践・ノウハウの蓄積
福祉事務所設置のない町村部をはじめ、広域的に事業を展開する場合、あるいは人口規模が小さい
地域で事業を展開する場合、単独の自治体で自立相談支援事業ほか任意事業を推進するには、人材の
確保や、社会資源の確保・開発、就労先の開拓等において工夫が必要と考えられます。調査対象の都
道府県における取組では、生活困窮者の把握や自立相談支援機関へのつなぎ、支援における状況確認
の体制に関して町村と協力・連携することや、任意事業の共同実施について調整するなど、広域的な
実施に向けた取組を進めています。複数の自治体が連携して広域展開により生活困窮者支援に取り組
む実践・ノウハウを蓄積していくことは、今後、新制度を推進していく上で重要な視点といえます。
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